
基本目標２　あらゆる暴力が根絶されるとともに、誰もが安心して暮らせる社会

基本
目標

施策の
方向

具体的
施策

重点
評価 事業名 事業目的 事業目標 令和５年度事業実績 令和４年度事業実績 自己

評価
事業実施
担当課

2 1 14 〇

配偶者暴力相
談支援センター
における相談

専用電話による相談を行
い、各区保健福祉セン
ター、アミカスと連携し、被
害者の相談から自立支援ま
での切れ目のない支援を行
う。

専用電話による相談を
行い、各区保健福祉セ
ンター、アミカスと連携
し、被害者支援を行う。

配偶者暴力相談支援センターにおいてＤＶ被害相談を実施
・相談件数　489件　※うちＤＶ相談件数　360件

配偶者暴力相談支援センターにおいてＤＶ被害相談を実施
・相談件数　439件　※うちＤＶ相談件数　336件

B 市民）男女共
同参画課

2 1 14 〇 2 5 30

区子育て支援
課・家庭児童相
談室における相
談

身近な相談窓口としての
機能を充実し迅速かつ
的確な対応を行う。

身近な相談窓口として
の機能を充実し迅速か
つ的確な対応を行う。

婦人相談　延べ件数　6,589件
※うちＤＶ相談　延べ件数　3,259件

母子・父子自立相談　延べ件数　9,112件
家庭児童相談　延べ件数  　39,153件

婦人相談　延べ件数　6,847件
※うちＤＶ相談　延べ件数　2,422件

母子・父子自立相談　延べ件数　9,076件
家庭児童相談　延べ件数  34,832件

B こ未）こども家
庭課
市民）男女共
同参画課

2 1 14 〇

アミカス相談室
における相談

2 1 14 〇 3 1 38

男性のための
相談ホットライン
による相談

男性が抱える様々な問
題に男性相談員が相談
を受け、問題解決に向け
て援助する。

相談者のニーズに適
切に対応する。

男性が抱える様々な問題に男性相談員が相談に応じる。電話相談
と面接を実施。 月4回　（2時間/日）
相談員：臨床心理士等の男性相談員
相談件数：  50件

男性が抱える様々な問題に男性相談員が相談に応じる。電話相談
と面接を実施。 月4回　（2時間/日）
相談員：臨床心理士等の男性相談員
相談件数：  47件

B 市民）事業推
進課

2 1 14 〇

区保健福祉セン
ターや精神保健
福祉センターに
おける精神保健
相談

市民の心の健康づくり等
に関する身近な窓口とし
て相談対応を行う。

精神障がい者の早期発
見や早期治療につなが
る。

〇ＤＶに関する相談件数　4件
　 全相談件数　138，062件
〇市障がい福祉ガイドへ窓口掲載

〇ＤＶに関する相談件数　20件
　 全相談件数　128,065件
〇市障がい福祉ガイドへ窓口掲載
〇こころの健康ガイド（約3,000部）を市内三師会へ配布済

B 保健）保健予
防課

2 1 14 〇 2 1 16

法的助言が必
要な被害者に
対する法律相
談（配暴セン
ター）

被害者に無料法律相談
を実施し、被害者の自立
支援を進める。

相談者のニーズに適
切に対応する。

○配偶者暴力相談支援センター
法的な助言が必要なDV被害者に対して、

弁護士による無料の法律相談を実施
　法律相談件数　48件

○配偶者暴力相談支援センター
法的な助言が必要なDV被害者に対して、

弁護士による無料の法律相談を実施
　法律相談件数　47件

A 市民）男女共
同参画課

2 1 14 〇 2 1 16

法的助言が必
要な被害者に
対する法律相
談（アミカス）

被害者に無料法律相談
を実施し、被害者の自立
支援を進める。

相談者のニーズに適
切に対応する。

○アミカス
夫婦や親子間・相続、金銭、不動産などについて、女性弁護士が
相談に応じる。
　 昼間：月４回（1人30分×6/回）

 夜間：月1回（1人30分×4人）
　 実績：221件（内　DVに関する相談　28件）

○アミカス
夫婦や親子間・相続、金銭、不動産などについて、女性弁護士が
相談に応じる。
　 昼間：月４回（1人30分×6/回）

 夜間：月1回（1人30分×4人）
　 実績：198件（内　DVに関する相談　15件）

A 市民）事業推
進課

2 1 14 〇

相談員連絡会
議における情報
交換等による連
携強化

関係機関が連携して被
害者の立場に立った切
れ目のない支援を行う。

少なくとも年1回は連絡
会議を開催する。

各区家庭児童相談室・配偶者暴力相談支援センター・アミカス相談
室の相談員連絡会議
・実施回数：年１回
・参加人数：22人

各区家庭児童相談室・配偶者暴力相談支援センター・アミカス相談
室の相談員連絡会議
・実施回数：年１回
・参加人数：22人

A 市民）男女共
同参画課

基本目標１　施策の方向２　具体的施策３に記載

再掲

A B C D

55 56 0 0

基本目標別
評価集計
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基本目標２　あらゆる暴力が根絶されるとともに、誰もが安心して暮らせる社会

基本
目標

施策の
方向

具体的
施策

重点
評価 事業名 事業目的 事業目標 令和５年度事業実績 令和４年度事業実績 自己

評価
事業実施
担当課

再掲

A B C D

55 56 0 0

基本目標別
評価集計

2 1 14 〇

DV対応と児童
虐待対応の連
携を図るための
研修

ＤＶと児童虐待の特性・
関連性に関する理解の
促進のための研修等を
実施し、ＤＶ対応と児童
虐待対応との連携強化を
図る。

相談員研修の実施や、
国・県等の研修へ相談
員を派遣することによ
り、相談員のスキルを
向上させる。

○こども家庭課主催研修等
 各区子育て支援課（こども相談係、家庭児童相談室）、えがお館職
員、関係機関相談員等に対して、DV対応と児童虐待対応の連携を
図るための研修を実施。
・「DV・児童虐待対応における連携のための研修」
　参加者数：36人
・「DV防止法改正・保護命令対応のための研修会」
　参加者数：27人
・「DVに関する相談窓口担当者研修会（外国籍DV被害者対応）」
　参加者数：19人
アンケート：「参考になった」100％

○国、県等主催研修への参加　・参加者数：237人

○こども家庭課主催研修等
「当事者を真ん中に置いた連携を創り出すために」
 各区子育て支援課（こども相談係、家庭児童相談室）、えがお館職
員、関係機関相談員等に対して、DV対応と児童虐待対応の連携を
図るための研修を実施。
・参加者数：26人　　アンケート：「参考になった」88％

○国、県等主催研修への参加　・参加者数：177人

A 市民）男女共
同参画課

2 1 14 〇

各関係機関との
情報交換

連絡会議や相談員研修
を実施し、関係職員の連
携を図る。

関係機関のスムーズな
連携により、的確な被
害者支援を行う。

〇各区家庭児童相談室・配偶者暴力相談支援センター・アミカス相
談室の相談員連絡会議
・実施回数：年１回　・参加人数：22人
〇DV相談窓口（家児相・配偶暴センター・アミカス）の相談員対象
の合同事例検討会
・実施回数：年3回　・参加人数：計56人

〇各区家庭児童相談室・配偶者暴力相談支援センター・アミカス相
談室の相談員連絡会議
・実施回数：年１回　・参加人数：22人
〇DV相談窓口（家児相・配偶暴センター・アミカス）の相談員対象
の合同事例検討会
・実施回数：年２回　・参加人数：計32人

A 市民）事業推
進課

2 1 14 〇

各関係機関との
情報交換

関係機関のスムーズな連
携により、ＤＶの予防啓
発に各機関が協力して
取り組むとともに、相談者
に対してより効果的な支
援が出来るようになること
を目指す。

関係機関との連絡会
議を開催し、よりスムー
ズな連携を図る。

○福岡市配偶者等からの暴力防止対策連絡会議
開催回数：1回〈1回〉
委員構成：（外部）12機関・団体　（市内部）７所属
           　 （オブザーバー）1機関
内容：
 ・福岡市におけるＤＶ相談等について
 ・「配偶者からの暴力防止及び被害者の保護等に関する法律
（配偶者暴力防止法）」の改正について
 ・意見交換について
 ・各関係機関の取組みについて

○福岡市配偶者等からの暴力防止対策連絡会議
開催回数：1回〈1回〉
委員構成：（外部）12機関・団体　（市内部）７所属
           　 （オブザーバー）1機関
内容：
 ・福岡市におけるＤＶ相談等について
 ・第3次福岡市DV防止基本計画について
 ・意見交換について
 ・各関係機関の取組みについて

B 市民）男女共
同参画課

2 1 14 〇
2
3

5
2

31
41

いきいきセン
ターふくおか運
営（地域包括支
援センター事
業）

高齢者が住み慣れた地域
で安心してその人らしく暮ら
し続けることができるように、
健康や福祉、介護などに関
する相談を受けたり、その
人の状態に適したアドバイ
スを行うなど、高齢者が自
立した生活を続けられるよう
に支援する。

地域における高齢者も
身近な相談体制の充
実を図る。

実相談件数　　 28,967件
延相談件数　　193,555件

実相談件数　　 28,262件
延相談件数　　192,480件

A 福祉）地域包
括ケア推進
課

2 1 14 〇

区障がい者基
幹相談支援セン
ター事業

障がいのある人が住み慣れ
た地域で安心して生活でき
るように、相談支援を行う。

相談支援体制の充実 ○相談件数　87,090件 ○　相談件数　89,266件 A 福祉）障がい
者支援課

2 1 14 〇

在住外国人被
害者の窓口相
談にあたって通
訳を派遣

日本語を十分に話すこと
ができない外国人のDV
相談に対して、通訳者を
派遣し、暴力被害者の保
護及び自立支援を行う。

相談者のニーズに適
切に対応する。

○各区子育て支援課（家庭児童相談室）、法律相談等
　・通訳者（12か国語：英語、中国語、韓国語、
　　タイ語、ベトナム語、インドネシア語、ポルトガル語、
　　スペイン語、フランス語、ロシア語、ネパール語、
　　タガログ語）を派遣
　　・派遣依頼　1件

○各区子育て支援課（家庭児童相談室）、法律相談等
　・通訳者（12か国語：英語、中国語、韓国語、
　　タイ語、ベトナム語、インドネシア語、ポルトガル語、
　　スペイン語、フランス語、ロシア語、ネパール語、
　　タガログ語）を派遣
　　・派遣依頼　1件

B 市民）男女共
同参画課
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2 1 14 〇

相談窓口を案
内する多言語
対応（９か国語）
リーフレットの配
布

日本語を十分に話すこと
ができない外国人のDV
相談について、多言語
リーフレットにより相談窓
口の周知を図り、被害者
の保護及び自立支援を
行う。

相談者のニーズに適
切に対応する。

○外国人向けDV防止啓発リーフレット
　「あなたの身近な人が暴力を受けていたら」配布
　　・医療機関、大学、公共施設等95箇所に設置
　　・DV被害者支援に関する会議にて配布
○各区子育て支援課（家庭児童相談室）
　　・対応マニュアル（９か国語：英語、中国語、韓国語、
　　　タガログ語、タイ語、ベトナム語、インドネシア語、ロシア語、
　　　ポルトガル語）

○外国人向けDV防止啓発リーフレット
　「あなたの身近な人が暴力を受けていたら」配布
　　・医療機関、大学、公共施設等95箇所に設置
　　・DV被害者支援に関する会議にて配布
○各区子育て支援課（家庭児童相談室）
　　・対応マニュアル（９か国語：英語、中国語、韓国語、
　　　タガログ語、タイ語、ベトナム語、インドネシア語、ロシア語、
　　　ポルトガル語）

B 市民）男女共
同参画課

2 1 14 〇

配偶者等からの
暴力相談・支援
に関わる職員に
対する研修

関係職員等への研修を
実施し、被害者対応のス
キル向上を図る。

関係職員等に対して、配
偶者等からの暴力（ＤＶ）
防止と、被害者への適切
な対応のために、様々な
機会をとらえて意識啓発
を進める。

市民と直接接する機会が多い地域の民生委員や区役所の関係職
員等を対象に研修講師を派遣。また、出前講座を実施。
・実施回数： 　4回
・参加人数： 　169人
・アンケート：「参考になった」99％

市民と直接接する機会が多い地域の民生委員や区役所の関係職
員等を対象に研修講師を派遣。また、出前講座を実施。
・実施回数： 　1回
・参加人数： 　20人
・アンケート：「参考になった」95％

A 市民）男女共
同参画課

2 1 14 〇

相談員研修の
充実

相談員のスキル向上によ
り、的確な被害者支援を
行う。

相談員研修の実施や
国・県等の研修へ相談
員を派遣することによ
り、相談員のスキルを
向上させる。

○こども家庭課主催研修等
 各区子育て支援課（こども相談係、家庭児童相談室）、えがお館職
員、関係機関相談員等に対して、DV対応と児童虐待対応の連携を
図るための研修を実施。
・「DV・児童虐待対応における連携のための研修」
　参加者数：36人
・「DV防止法改正・保護命令対応のための研修会」
　参加者数：27人
・「DVに関する相談窓口担当者研修会（外国籍DV被害者対応）」
　参加者数：19人
・アンケート：「参考になった」100％

○国、県等主催研修への参加　・参加者数：237人

○こども家庭課主催研修等
「当事者を真ん中に置いた連携を創り出すために」
 各区子育て支援課（こども相談係、家庭児童相談室）、えがお館職
員、関係機関相談員等に対して、DV対応と児童虐待対応の連携を
図るための研修を実施。
・参加者数：26人 　アンケート：「参考になった」88％

○国、県等主催研修への参加　・参加者数：177人

B 市民）男女共
同参画課

2 1 14 〇

相談員研修の
充実

相談員のスキル向上を図
り、的確な被害者支援を
行う。

相談員研修の実施や
国・県などの研修へ相
談員を派遣することに
より、相談員のスキルを
向上させる。

〇アミカス主催研修等
①DV相談窓口（家児相・配偶暴センター・アミカス）の相談員対象
の合同事例検討会
・実施回数：年3回　・参加人数：計56人
②アミカス相談室の相談員対象の事例検討会
・実施回数：年2回　・参加人数：延べ12人
〇国・県等主催研修への参加
・アミカス相談員　延べ41人

〇アミカス主催研修等
①DV相談窓口（家児相・配偶暴センター・アミカス）の相談員対象
の合同事例検討会
・実施回数：年2回　・参加人数：計32人
②アミカス相談室の相談員対象の事例検討会
・実施回数：年3回　・参加人数：延べ19人
〇国・県等主催研修への参加
・アミカス相談員　延べ40人

A 市民）事業推
進課

2 1 14 〇

被害者の情報
保護及び各制
度の適切な運
用

迅速かつ的確な対応を
行う。

迅速かつ的確な対応
を行う。

○DV被害者の保護に関する各種証明書及び確認書の発行
　健康保険、年金、公営住宅入居、臨時特別給付金等
○市の関係部署間の文書連絡について、DV被害者
　専用の鍵付き封筒を活用

○DV被害者の保護に関する各種証明書及び確認書の発行
　健康保険、年金、公営住宅入居、臨時特別給付金等
○市の関係部署間の文書連絡について、DV被害者
　専用の鍵付き封筒を活用

A 市民）男女共
同参画課

2 1 15 〇

危険が急迫して
いる場合の被害
者及び同伴の
子どもの安全確
保及び一時保
護

迅速かつ的確な対応を
行う。

迅速かつ的確な対応
を行う。

○家庭内で暴力等をうけた母子等を緊急かつ一時的に保護を実
施。
　県・市・民間施設での保護世帯数35世帯
○ＤＶ被害者等自立生活援助事業
　本市が所管する保護室に一時保護されたＤＶ被害者等に対
　し、公的機関への同行支援や手続きの補助など、アウトリー
　チ型の支援も含めた自立支援及び退所後の定着支援を行う
　　実施人数：自立支援７人　定着支援６人

○家庭内で暴力等をうけた母子等を緊急かつ一時的に保護を実
施。
　県・市・民間施設での保護世帯数24世帯
○ＤＶ被害者等自立生活援助事業
　本市が所管する保護室に一時保護されたＤＶ被害者等に対
　し、公的機関への同行支援や手続きの補助など、アウトリー
　チ型の支援も含めた自立支援及び退所後の定着支援を行う
　　実施人数：自立支援3人　定着支援5人

A 市民）男女共
同参画課
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基本目標２　あらゆる暴力が根絶されるとともに、誰もが安心して暮らせる社会

基本
目標

施策の
方向

具体的
施策

重点
評価 事業名 事業目的 事業目標 令和５年度事業実績 令和４年度事業実績 自己

評価
事業実施
担当課

再掲

A B C D

55 56 0 0

基本目標別
評価集計

2 1 15 〇

民間シェルター
を運営する民間
支援団体の活
動支援

民間シェルターを支援
し、連携して被害者の保
護・支援に取り組む。

民間シェルターを支援
し、連携して被害者の
保護・支援に取り組
む。

DV被害者保護のためのシェルターを運営している民間団体に対し
て、補助金を交付。
１団体への補助金交付　500千円

DV被害者保護のためのシェルターを運営している民間団体に対し
て、補助金を交付。
１団体への補助金交付　500千円

B 市民）男女共
同参画課

2 1 16 〇

アミカスDV被害
者支援のため
のグループワー
ク

DVに悩む人たちが、
ワークを通して支え合うこ
とで、精神的な安定や自
立した生活の実現を目指
す。

相談者のニーズに適
切に対応する。満足度
90％以上を目指す。

DVについて理解し、自分を大切にする方法をワークを通して学ぶ。
グループワーク　年2クール（12回）
・実施回数：前期６回、後期６回
・参加人数：延べ64人
・満足度：100％

DVについて理解し、自分を大切にする方法をワークを通して学ぶ。
グループワーク　年2クール（12回）
・実施回数：前期６回、後期６回
・参加人数：延べ20人
・満足度：100％

A 市民）事業推
進課

2 1 16 〇

法的助言が必要な
被害者に対する法
律相談（配暴力セン
ター・アミカス）

2 1 16 〇

被害者親子等
のカウンセリン
グ

配偶者等からの暴力によ
る様々な心理的影響から
の回復を目的として、被
害者親子等に心理カウン
セリングを実施する。

被害者親子等に心理
カウンセリングを実施
し、心理的回復を図り、
自立を促進する。

○DV被害者親子等ケア事業
　DV被害を受けた親、面前DV等の被害を受けた子に対して、カウ
ンセリングを無料で実施
　　実施人数：　8人

○DV被害者親子等ケア事業
　DV被害を受けた親、面前DV等の被害を受けた子に対して、カウ
ンセリングを無料で実施
　　実施人数：　15人

B 市民）男女共
同参画課

2 1 16 〇

市営住宅入居
における優遇措
置及び一時使
用制度の利用

ＤＶ被害者の居住の安定
を図り、その自立を支援
する。

ＤＶ被害者の居住の安
定を図る。

　DV被害者世帯に対し、定期募集の抽選方式にて、抽選優遇を実
施している。
　また、随時募集においては、DV被害者世帯を申込資格としている
ほか、目的外一時使用による許可も行っている。

【定期募集（抽選方式）】
　○優遇内容：一般世帯より抽選番号を４個多く割り振る
【随時募集】
　○DV被害者を申込資格としている。
　　・入居件数　0件
【目的外一時使用】
　○DV被害者の居住の安定を図り、その自立を支援する観点から
住宅の使用を許可している。
　　・許可件数　3件

　DV被害者世帯に対し、定期募集の抽選方式にて、抽選優遇を実
施している。
　また、随時募集においては、DV被害者世帯を申込資格としている
ほか、目的外一時使用による許可も行っている。

【定期募集（抽選方式）】
　○優遇内容：一般世帯より抽選番号を４個多く割り振る
【随時募集】
　○DV被害者を申込資格としている。
　　・入居件数　2件
【目的外一時使用】
　○DV被害者の居住の安定を図り、その自立を支援する観点から
住宅の使用を許可している。
　　・許可件数　2件

A 住都）住宅運
営課

2 1 16 〇

ひとり親家庭支援
センター（就業支
援講習会、就業
相談、無料職業
紹介、自立支援
プログラム策定事
業）

ひとり親家庭支援センター
においてひとり親家庭およ
び寡婦の各種相談や就業
支援講習会等を行い、ひと
り親家庭および寡婦の自立
を支援する。

今後も当該サービスを
継続して実施する。

各種相談や就業支援講習会等を行い、ひとり親家庭及び寡婦の自
立を支援
就職者数：母子138人、父子2人

各種相談や就業支援講習会等を行い、ひとり親家庭及び寡婦の自
立を支援
就職者数：母子113人、父子1人

B こ未）こども家
庭課

2 1 16 〇

母子生活支援
施設における自
立支援

配偶者のない女子又はこ
れに準ずる事情にある女
子及びその者の監護す
べき児童を保護し、自立
に導く。

配偶者のない女子又はこ
れに準ずる事情にある女
子及びその者の監護す
べき児童を当該施設に入
所させ、自立の促進のた
めにその生活を支援す
る。

配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその者の
監護すべき児童を入所させて、これらの者を保護するとともに、これ
らの者の自立の促進のためにその生活を支援した。
月平均入所世帯数　70世帯

配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその者の
監護すべき児童を入所させて、これらの者を保護するとともに、これ
らの者の自立の促進のためにその生活を支援した。
月平均入所世帯数　69世帯

B こ未）こども家
庭課

基本目標２　施策の方向１　具体的施策14に記載
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基本目標２　あらゆる暴力が根絶されるとともに、誰もが安心して暮らせる社会

基本
目標

施策の
方向

具体的
施策

重点
評価 事業名 事業目的 事業目標 令和５年度事業実績 令和４年度事業実績 自己

評価
事業実施
担当課

再掲

A B C D

55 56 0 0

基本目標別
評価集計

2 1 16 〇
2
4

5
2

30
47

ひとり親家庭自
立支援給付金
事業

ひとり親家庭の父または
母の就業をより効果的に
促進するために、給付金
を支給する。

今後も当該サービスを
継続して実施する。

○自立支援教育訓練給付金事業
　ひとり親家庭の父または母が能力開発のために資格等を取得す
る際、その受講料の6割（年額最高20万、最大4年で80万円）を支給
（※専門実践教育訓練対象講座のみ年額最高40万、最大４年で
160万円）。
　・支給件数　30件
○高等職業訓練促進給付金事業
　ひとり親家庭の父または母が看護師等の就職に結びつきやすい
高度な資格を取得する際、月額100,000円（課税世帯は月額70,500
円）の促進給付金を支給。
　また、修業後50,000円（課税世帯は25,000円）の修了支援給付金
を支給。
　・支給件数　促進給付金　184件　修了支援給付金　56件

○自立支援教育訓練給付金事業
　ひとり親家庭の父または母が能力開発のために資格等を取得す
る際、その受講料の6割（年額最高20万、最大4年で80万円）を支給
（※専門実践教育訓練対象講座のみ年額最高40万、最大４年で
160万円）。
　・支給件数　20件
○高等職業訓練促進給付金事業
　ひとり親家庭の父または母が看護師等の就職に結びつきやすい
高度な資格を取得する際、月額100,000円（課税世帯は月額70,500
円）の促進給付金を支給。
　また、修業後50,000円（課税世帯は25,000円）の修了支援給付金
を支給。
　・支給件数　促進給付金　172件　修了支援給付金　45件

B こ未）こども家
庭課

2 1 16 〇 2 5 30

母子父子寡婦
福祉資金貸付
事業

ひとり親家庭の経済的自
立と、その扶養する児童
（子）の福祉の増進を図
るため、原則、無利子で
各資金を貸付ける。

今後も当貸付を継続し
て行っていく。

5年度貸付実績
母子貸付　　　　236件　　111,827,000円
父子貸付　 　　　　8件 　　　3,184,000円
寡婦貸付　　 　　  9件　　　 5,501,000円
合計　　　　　　  253件　   120,512,000円

４年度貸付実績
母子貸付　　　　300件　　141,972,000円
父子貸付　 　　　　5件 　　　1,242,000円
寡婦貸付　　 　　 10件　　　 6,207,000円
合計　　　　　　  315件　 149,421,000 円

B こ未）こども家
庭課

2 1 16 〇

児童手当 家庭等における生活の安定
と、次代の世代を担う児童
の健やかな成長に資するた
め、児童を養育する者に手
当を支給する。

引き続き安定的な児童
手当支給の実施を図
る。

○受給者数　112,565人 ○受給者数　114,434人 A こ未）こども家
庭課

2 1 16 〇 2 5 30

児童扶養手当 ひとり親世帯の生活の安定を
図り、自立を促進するために、
父母の離婚・父（母）の死亡な
どによって、父（母）と生計を同
じくしていない児童について、
手当を支給する。

引き続き児童扶養手当
支給の実施を図る。

○受給者数　12,881人 ○受給者数　12,996人 A こ未）こども家
庭課

2 1 17 〇

配偶者等からの
暴力防止に関
する講座・講演
会

配偶者等からの暴力（Ｄ
Ｖ）防止と相談窓口周知
のために、講座・講演会
等により意識啓発を進め
る。

配偶者等からの暴力
（ＤＶ）防止の意識と相
談窓口の認知度が高
まる。

○福岡市ＤＶ防止講演会
「これってＤＶ？～モラハラやマリタルレイプについて学びません
か」
・講師：有限会社フェミニストカウンセリング堺　中川 和子氏
・参加者数：52人
・アンケート：「参考になった」95％
○配偶者からの暴力に関する講座等への講師派遣
　地域団体、学校、市職員
　派遣箇所：8箇所　　参加者数：　1,399人
・アンケート：「参考になった」99％
　　　　　　　　「理解できた」95％

○福岡市ＤＶ防止講演会（オンライン開催）
「ＤＶと児童虐待～家庭で起きる暴力を考える～」
・講師：福岡ジェンダー研究所　理事　倉富　史枝氏
・参加者数：53人
・アンケート：「参考になった」97％
○配偶者からの暴力に関する講座等への講師派遣
　地域団体、学校、市職員
　派遣箇所：5箇所　　参加者数：　1,255人
・アンケート：「参考になった」95％
　　　　　　　　「理解できた」94％

B 市民）男女共
同参画課

2 1 17 〇

市政だよりや
ホームページ等
を活用した広
報、啓発

配偶者等からの暴力（Ｄ
Ｖ）防止と相談窓口周知
のために、様々な機会を
とらえて意識啓発を進め
る。

配偶者等からの暴力
（ＤＶ）防止の意識と相
談窓口の認知度が高
まる。

○市政だより、ホームページ、配偶者暴力相談支援センターカー
ド・リーフレットの配布を行い、DV防止と相談窓口の啓発を行った。

　・市ホームページへの掲載
　・配偶者暴力相談支援センターカード・リーフレット配布
　・市本庁舎カフェコーナーサイネージでＤＶ防止と相談窓口の
　　周知

○市政だより、ホームページ、配偶者暴力相談支援センターカー
ド・リーフレットの配布を行い、DV防止と相談窓口の啓発を行った。

　・市ホームページへの掲載
　・配偶者暴力相談支援センターカード・リーフレット配布
　・市本庁舎カフェコーナーサイネージでＤＶ防止と相談窓口の
　　周知

B 市民）男女共
同参画課
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基本目標２　あらゆる暴力が根絶されるとともに、誰もが安心して暮らせる社会

基本
目標

施策の
方向

具体的
施策

重点
評価 事業名 事業目的 事業目標 令和５年度事業実績 令和４年度事業実績 自己

評価
事業実施
担当課

再掲

A B C D

55 56 0 0

基本目標別
評価集計

2 1 17 〇

相談窓口情報
を掲載したカー
ド・リーフレット
の作成、配布

配偶者等からの暴力（Ｄ
Ｖ）防止と相談窓口周知
のために、カードやリーフ
レット等の広報物を配布
して意識啓発を進める。

配偶者等からの暴力
（ＤＶ）防止の意識と相
談窓口の認知度が高
まる。

○配偶者暴力相談支援センターカード・リーフレットの配布
・設置（配布）箇所数：　853箇所
・配布先：市施設、各種支援団体、医療機関、学校、

保育園、幼稚園など

○配偶者暴力相談支援センターカード・リーフレットの配布
・設置（配布）箇所数：　853箇所
・配布先：市施設、各種支援団体、医療機関、学校、

保育園、幼稚園など

B 市民）男女共
同参画課

2 1 17 〇

相談窓口情報
を掲載したカー
ド・リーフレット
の作成、配布

配偶者等からの暴力（ＤＶ）
防止と相談窓口周知のため
に、カードやリーフレットなど
の広報物を作成して意識啓
発を進める。

配偶者等からの暴力
（ＤＶ）防止の意識と相
談窓口の認知度が高
まる。

アミカス相談室リーフレットの配布
・配布先：市施設、関係機関など

アミカス相談室リーフレットの配布
・配布先：市施設、関係機関など

B 市民）事業推
進課

2 1 17 〇

中高生への
デートDV（交際
相手からの暴
力）に関する教
育

高校生等の若年層に対
しデートＤＶの教育を行
い、ＤＶの未然防止に取
り組む。

若年層のデートＤＶに
関する理解が深まる。

〇デートＤＶ防止教育講演会を実施
・市立高校４校中４校

参加者数：1,230人
・講演会前後でアンケートを実施。
95％の生徒が「理解できた」と回答した。
また、DVに対する意識の１２項目(どのようなことが暴力に
なるか）について、全ての項目で改善が見られた。

　　　例）大声でどなることは暴力になると思う：
授業前77％→授業後96％

〇デートＤＶ防止教育講演会を実施
・市立高校４校中４校

参加者数：1,225人
・講演会前後でアンケートを実施。
94％の生徒が「理解できた」と回答した。
また、DVに対する意識の１２項目(どのようなことが暴力に
なるか）について、ほとんどの項目で改善が見られた。

　　　例）大声でどなることは暴力になると思う：
授業前71％→授業後94％

B 市民）男女共
同参画課
教委）中学校
教育課・高校
教育課

2 1 17 〇

若年層に向けた
デートDVに関す
る啓発

若年層に対しデートＤＶ
の意識啓発を行い、ＤＶ
の未然防止に取り組む。

若年層のデートＤＶに
関する理解が深まる。

〇デートＤＶ防止啓発リーフレット・ポスターを配布
・箇所数：　580箇所
＊市立中学３年生と市立高校の生徒にリーフレット配布
・配布先：学校（市立・国立・私立中学校、市立・県立・

私立高校、専門学校、大学）、関係機関

〇デートＤＶ防止啓発リーフレット・ポスターを新たに作成し、配布
・箇所数：　580箇所
＊市立中学３年生と市立高校の生徒にリーフレット配布
・配布先：学校（市立・国立・私立中学校、市立・県立・

私立高校、専門学校、大学）、関係機関

B 市民）男女共
同参画課
教委）中学校
教育課・高校
教育課

2 1 18 〇

福岡市配偶者
等からの暴力防
止対策連絡会
議による国、
県、民間団体等
との連携

関係機関のスムーズな連
携により、ＤＶの予防啓
発に各機関が協力して
取り組むとともに、相談者
に対してより効果的な支
援が出来るようになること
を目指す。

関係機関との連絡会
議を開催し、よりスムー
ズな連携を図る。

○福岡市配偶者等からの暴力防止対策連絡会議
開催回数：1回〈1回〉
委員構成：（外部）12機関・団体　（市内部）７所属

（オブザーバー）1機関
内容：
・福岡市におけるＤＶ相談等について
・「配偶者からの暴力防止及び被害者の保護等に関する法律

（配偶者暴力防止法）」の改正について
・意見交換について
・各関係機関の取組みについて

開催回数：1回
委員構成：（外部）12機関・団体　（市内部）７所属

（オブザーバー）1機関
内容： ・福岡市におけるＤＶ相談等について

・第3次福岡市DV防止基本計画について
・意見交換について
・各関係機関の取組みについて

B 市民）男女共
同参画課
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基本目標２　あらゆる暴力が根絶されるとともに、誰もが安心して暮らせる社会

基本
目標

施策の
方向

具体的
施策

重点
評価 事業名 事業目的 事業目標 令和５年度事業実績 令和４年度事業実績 自己

評価
事業実施
担当課

再掲

A B C D

55 56 0 0

基本目標別
評価集計

2 1 18 〇

相談や支援に
関わる庁内関
係各課の連絡
会議や情報交
換による支援

連絡会議や相談員研修
を実施し、関係職員の連
携を図る。

関係職員のスムーズな
連携により、的確な被
害者支援を行う。

○各区家庭児童相談室・配偶者暴力相談支援センター・アミカス相
談室の相談員連絡会議
・実施回数：　年１回　・参加人数：　22人

○こども家庭課主催研修等
各区子育て支援課（こども相談係、家庭児童相談室）、えがお館職

員、関係機関相談員等に対して、DV対応と児童虐待対応の連携を
図るための研修を実施。
・「DV・児童虐待対応における連携のための研修」

参加者数：36人
・「DV防止法改正・保護命令対応のための研修会」

参加者数：27人
・「DVに関する相談窓口担当者研修会（外国籍DV被害者対応）」

参加者数：19人
アンケート：「参考になった」100％

○各区家庭児童相談室・配偶者暴力相談支援センター・アミカス相
談室の相談員連絡会議
・実施回数：　年１回　・参加人数：　22人
〇こども家庭課主催研修
「当事者を真ん中に置いた連携を創り出すために」
各区子育て支援課（こども相談係、家庭児童相談室）、えがお館職

員に対して、DV対応と児童虐待対応の連携を図るための研修を実
施。

・参加者数：26名 　アンケート：「参考になった」88％

B 市民）男女共
同参画課

2 1 18 〇

相談や支援に
関わる庁内関
係各課の連絡
会議や情報交
換による支援

連絡会議や相談員研修
を実施し、関係職員の連
携を図る。

関係機関のスムーズな
連携により、的確な被
害者支援を行う。

〇各区家庭児童相談室・配偶者暴力相談支援センター・アミカス相
談室の相談員連絡会議
・実施回数：年１回　・参加人数：22人
〇DV相談窓口（家児相・配偶暴センター・アミカス）の相談員対象
の合同事例検討会
・実施回数：年3回　・参加人数：計56人

〇各区家庭児童相談室・配偶者暴力相談支援センター・アミカス相
談室の相談員連絡会議
・実施回数：年１回　・参加人数：22人
〇DV相談窓口（家児相・配偶暴センター・アミカス）の相談員対象
の合同事例検討会
・実施回数：年2回　・参加人数：計32人

A 市民）事業推
進課

2 2 19
2
3
4

3
1
1

25
35
44

「働くあなたのガ
イドブック」の発
行

労働関係法令や市内の
雇用・労働に関する相談
窓口等を掲載した勤労者
総合啓発誌を作成し、市
民をはじめ労働団体や
企業等に配布することに
より、勤労者の福祉の向
上を図る。

勤労者総合啓発誌「働
くあなたのガイドブッ
ク」を多く配布し、労働
関係法令の基礎知識
や相談窓口など情報
の周知に努める。

○「働くあなたのガイドブック」を作成し、市民をはじめ労働団体や
企業等に配布することにより、勤労者の福祉の向上を図った。

作成部数：令和５年度改訂版12,000部（令和６年１月発行）

配布部数：10,862部

配布先：市関係施設、国・県の関係施設、高校、専門学校、大学な
ど

○「働くあなたのガイドブック」を作成し、市民をはじめ労働団体や
企業等に配布することにより、勤労者の福祉の向上を図った。

作成部数：令和４年度改訂版12,000部（令和５年１月発行）

配布部数：9,841部

配布先：市関係施設、国・県の関係施設、高校、専門学校、大学な
ど

B 経済）経営支
援課

2 2 20

相談窓口 安心して職務に専念でき
る職場環境を整える。

相談に真摯に対応しな
がら、防止のための啓
発や相談しやすい体
制づくりに取り組む。

○事業実績
１　職員向けの啓発パンフレットの周知
２　各任命権者のセクハラ相談窓口のほか、
弁護士による外部相談窓口を設置

○セクハラの相談件数
市長事務部局　２件　教育委員会　２件　　計４件

○事業実績
１　職員向けの啓発パンフレットの周知
２　各任命権者のセクハラ相談窓口のほか、
弁護士による外部相談窓口を設置

○セクハラの相談件数
市長事務部局　３件　教育委員会　１件　　計４件

B 総企）人事課
消防）職員課
水道）総務課
交通）職員課
教委）服務指導課
議会）総務秘書課
選管）選挙課
人事）任用課
監査）監査総務課
農業）農業委員会事務
局
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基本目標２　あらゆる暴力が根絶されるとともに、誰もが安心して暮らせる社会

基本
目標

施策の
方向

具体的
施策

重点
評価 事業名 事業目的 事業目標 令和５年度事業実績 令和４年度事業実績 自己

評価
事業実施
担当課

再掲

A B C D

55 56 0 0

基本目標別
評価集計

2 2 20

ハラスメント防
止研修

ハラスメントがない職場づ
くりを支援する。

各種研修において、ハ
ラスメント防止に関する
科目・内容を実施す
る。

研修名：新規採用職員研修（社会人経験者、中途採用者など含
む）
受講者：新規採用職員　347人

研修名：課長研修
受講者：課長級昇任者等　79人

研修名：管理職（課長級）ウォームアップ研修（動画配信）
受講者：課長昇任前の係長級職員　157人

研修名：係長研修（動画配信）
受講者：係長級昇任者等　205人

研修名：総括主任研修（動画配信）
受講者：総括主任級昇任者等　184人

研修名：主任研修（動画配信）
受講者：主任級昇任者等　227人

研修名：技能・労務職研修第２部（動画配信）
受講者：採用16年目の技能・労務職職員　33人

研修名：技能・労務職研修第３部（動画配信）
受講者：職長級昇任者等　6人

研修名：新規採用職員研修（社会人経験者、中途採用者など含
む）
受講者：新規採用職員　326人

研修名：課長研修
受講者：課長級昇任者等　93人

研修名：管理職（課長級）ウォームアップ研修（動画配信）
受講者：課長昇任前の係長級職員　133人

研修名：係長研修（動画配信）
受講者：係長級昇任者等　203人

研修名：総括主任研修（動画配信）
受講者：総括主任級昇任者等　192人

研修名：主任研修（動画配信）
受講者：主任級昇任者等　218人

研修名：技能・労務職研修第２部（動画配信）
受講者：採用16～18年目の技能・労務職職員　75人

研修名：技能・労務職研修第３部（動画配信）
受講者：職長級昇任者等　8人

A 総企）研修企
画課

2 2 20

ハラスメント防
止研修

ハラスメントがない職場づ
くりを支援する。

ハラスメント研修を実施
し、職員のハラスメント
に関する基礎知識を高
める。

１　全職員を対象としたハラスメント研修
　　対象：全職員（教職員、会計年度任用職員を含む）
２　監督者を対象としたハラスメント研修

　対象：係長級以上の全職員

１　全職員を対象としたハラスメント研修
　　対象：全職員（教職員、会計年度任用職員を含む）
２　コンプライアンス推進員・課長級職員を対象としたハラスメント研
修

　対象：全部長級職員及び全課長級職員

A 総企）人事課

2 2 20

職員研修講師
派遣

市職員に対する人権研
修のための講師を派遣
する。

人権問題に関する正しい
理解と認識を深め、人権
尊重の視点に立った行
政を進めるための知識の
習得と理解を深める。

新規採用の職員や会計年度職員等への人権研修における講師の
派遣（計13回、受講者数：720人）
（新規採用職員研修、交通局駅務員養成研修、消防学校初任基礎
研修 等）

新規採用の職員や会計年度職員等への人権研修における講師の
派遣（計12回、受講者数：687人）
（新規採用職員研修、福祉局介護保険認定調査員研修、交通局駅
務員養成研修、消防学校初任基礎研修 等）

A 市民）人権推
進課

2 2 21

セクシュアル・
ハラスメント防
止に関する研修

教育現場におけるセク
シュアル・ハラスメントをな
くす。

継続して研修・指導を
実施することにより、職
員の意識を向上させ
る。

・セクシュアル・ハラスメント防止に関する研修を全市立学校で実施
・綱紀粛正の通知において、セクシュアル・ハラスメントの防止につ
いて全市立学校を指導

・セクシュアル・ハラスメント防止に関する研修を全市立学校で実施
・綱紀粛正の通知において、セクシュアル・ハラスメントの防止につ
いて全市立学校を指導

A 教委）服務指
導課

2 2 22

アミカス相談室
における相談

2 2 22

人権啓発相談
室

様々な人権問題に関す
る相談に応じる。

市民からの相談に適切
に対応し、市民の人権
に関する啓発や問題
解決を支援する。

センター人権啓発推進指導員及び人権擁護委員を人権相談員と
して週5日配置し、必要な助言や関係機関の案内等を行った。

人権相談件数191件　うち、女性問題の相談件数3件

センター人権啓発推進指導員及び人権擁護委員を人権相談員と
して週5日配置し、必要な助言や関係機関の案内等を行った。

人権相談件数369件　うち、女性問題の相談件数2件

A 市民）人権啓
発センター

基本目標１　施策の方向２　具体的施策３に記載
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基本目標２　あらゆる暴力が根絶されるとともに、誰もが安心して暮らせる社会

基本
目標

施策の
方向

具体的
施策

重点
評価 事業名 事業目的 事業目標 令和５年度事業実績 令和４年度事業実績 自己

評価
事業実施
担当課

再掲

A B C D

55 56 0 0

基本目標別
評価集計

2 2 22

教育実習生に
対するセクハラ
相談窓口

教育実習生に対するセク
ハラの根絶

教育実習生に対するセク
ハラ防止について、職員
の意識を向上させる。

教育実習生対象のセクハラ相談窓口の周知 教育実習生対象のセクハラ相談窓口の周知 A 教委）服務指
導課

2 2 23

性犯罪防止啓
発事業

性犯罪抑止に向けた取
組みを推進する。

性犯罪認知件数の減
少。

・性犯罪被害防止に関する出前講座の実施
　開催回数：１回　参加人数：140人
・大学生等に対する啓発メール等の配信
・Twitterを活用した性犯罪・性暴力に関する情報の随時配信
・「STOP！性犯罪・性暴力」チラシの作成及び大学新入生、出前講
座等で配布

・性犯罪被害防止に関する出前講座の実施
　開催回数：５回　参加人数：296人
・大学生等に対する啓発メール等の配信
・Twitterを活用した性犯罪・性暴力に関する情報の随時配信
・「STOP！性犯罪・性暴力」チラシの作成及び大学新入生、出前講
座等で配布

B 市民）防犯・
交通安全課

2 2 23

犯罪被害者等
支援

犯罪被害者等の相談体
制の強化。

犯罪被害者等の相談
対応窓口の運営継続。

福岡県、福岡市、北九州市３者の共同事業として、「福岡犯罪被害
者総合サポートセンター」及び「性暴力被害者支援センター」を運
営し、犯罪被害者等に対する電話相談、面接相談を実施した。

福岡県、福岡市、北九州市３者の共同事業として、「福岡犯罪被害
者総合サポートセンター」及び「性暴力被害者支援センター」を運
営し、犯罪被害者等に対する電話相談、面接相談を実施した。

A 市民）防犯・
交通安全課

2 3 24

思春期相談 ・思春期後半の心のケアを
必要とするひきこもり気味の
子どもたちが安心して過ご
せる場を提供し、ひきこもり
の改善を図る。
・関係機関との連携による
思春期の子どもたちへの相
談体制の充実を図る。

身近な相談窓口として
の機能を充実し、的確
な対応を行う。

○思春期集団支援事業
　　実施回数： 141回　　参加者数：710人
○ひきこもり地域支援センターワンド（居場所活動）
　　実施回数： 141回　　参加者数：566人
　　オンラインによる居場所開催
　　実施回数：2回　参加者数：2人
○思春期相談関連懇話会
　　思春期相談に関わる関係機関等の連携強化を図る。
　　2回開催

○思春期集団支援事業
　　実施回数： 139回　　参加者数：694人
○ひきこもり地域支援センターワンド（居場所活動）
　　実施回数： 148回　　参加者数：　433人
　　オンラインによる居場所開催
　　実施回数：4回　参加者数：3人
○思春期相談関連懇話会
　　思春期相談に関わる関係機関等の連携強化を図る。
　　2回開催

B こ未）こども支
援第２課

2 3 24

思春期ひきこも
り等相談事業

思春期の子どものひきこ
もりが改善でき、自立に
向けての支援に繋げて
いく。

自立に向けて支援し、
ひきこもりの長期化を
防ぐ。

思春期後半のひきこもりの子どもの家庭に思春期訪問相談員を派
遣し、状態の改善を図ることを目的としたもの。
○ひきこもり等の子どもへの相談員派遣事業
　派遣件数： 5件　派遣回数：16回
　派遣相談員養成講座、ピアサポーター講座
　実施回数：2回　参加者数：28人
○ひきこもり等保護者交流会
　実施回数： 5回　参加者数： 34人
　保護者交流会登録者数：38人
○思春期ひきこもり講演会等
　実施回数： 1回　参加者数：54人

思春期後半のひきこもりの子どもの家庭に思春期訪問相談員を派
遣し、状態の改善を図ることを目的としたもの。
○ひきこもり等の子どもへの相談員派遣事業
　派遣件数： 2件　派遣回数：16回
　派遣相談員養成講座、ピアサポーター講座
　実施回数：2回　参加者数：23人
○ひきこもり等保護者交流会
　実施回数： 5回　参加者数： 48人
　保護者交流会登録者数：46人
○思春期ひきこもり講演会等
　実施回数： 1回　参加者数：60人

B こ未）こども支
援第２課

2 3 24

女の子専用相
談電話

子ども本人から思春期に
関する電話相談を受けた
ときに、子ども自身が安
心して相談できる体制を
つくる。

こども自身が安心して
相談できる体制をつく
る。

女の子専用電話を設置し、女の子本人、保護者からの相談を女性
相談員が受ける。
相談受理件数：325件（速報値）

女の子専用電話を設置し、女の子本人からの相談を女性相談員が
受ける。
相談受理件数：272件

B こ未）こども相
談企画課
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基本目標２　あらゆる暴力が根絶されるとともに、誰もが安心して暮らせる社会

基本
目標

施策の
方向

具体的
施策

重点
評価 事業名 事業目的 事業目標 令和５年度事業実績 令和４年度事業実績 自己

評価
事業実施
担当課

再掲

A B C D

55 56 0 0

基本目標別
評価集計

2 3 24

性感染症予防
対策

性感染症に対する知識
を持ち、感染拡大防止に
つながる。

感染の早期発見によ
り、重症化及び感染拡
大防止につながる。

〇近年増加している梅毒に対し、12月に休日即日検査を実施。ま
た、ホームページやSNS等での啓発、大学等へのポスターの送付等
を行った。
〇HIV休日即日検査の実施。（毎月第２日曜日、６月・12月第１日曜
日）
〇各保健所において随時啓発を実施。
〇12月の世界エイズデーの時期には、啓発グッズの配布や、博多
ポートタワーのライトアップなどあらゆる世代へ向けた啓発を実施。
〇特定NPO法人と連携し、MSM（男性同性間性的接触者）に対す
る啓発を実施。
○検査実施状況　HIV検査実績：2,880件、梅毒検査実績：2,342件
〇HIV相談実施状況　実績：3,802件
〇各保健所エイズ相談ダイヤルは平日９時から17時

〇近年増加している梅毒に対し、ホームページを新たに作成し、
SNSとあわせて啓発を実施。
〇HIV休日即日検査の実施。（11月、12月）
〇各保健所において随時啓発を実施。
〇12月の世界エイズデーの時期には、啓発グッズの配布や、博多
ポートタワーのライトアップなどあらゆる世代へ向けた啓発を実施。
〇特定NPO法人と連携し、MSM（男性同性間性的接触者）に対す
る啓発を実施。
○検査実施状況　HIV検査実績：1,984件、梅毒検査実績：1,646件
〇HIV相談実施状況　実績：2,793件
〇各保健所エイズ相談ダイヤルは平日９時から17時

B 保健）保健予
防課

2 3 24

薬物乱用防止
啓発事業

薬物乱用防止に対する
市民の意識を高め、特に
青少年の薬物乱用防止
を目的とする。

市民の薬物乱用防止
に対する意識を啓発す
る。

・大学等への啓発リーフレットの配布
配布先：24校　配布枚数：3,360枚

・大学・短期大学の新入生に対する学内LANを利用した啓発メール
送信
・関係団体と協力して、薬物乱用防止「NO DRUG,KNOW DRUG」
キャンペーンの実施

啓発イベントの実施
（令和５年９月３日（日）キャナルシティ博多）
ポスター掲示
大型街頭ビジョンでの啓発動画放送
ラジオ番組の放送　全4回
ラジオでの啓発コメントの放送

・不正けしの抜去　実績　4,569株

・大学等への啓発リーフレットの配布
配布先：23校　配布枚数：3,470枚

・大学・短期大学の新入生に対する学内LANを利用した啓発メール
送信
・関係団体と協力して、薬物乱用防止「NO DRUG,KNOW DRUG」
キャンペーンの実施

啓発イベントの実施
（令和４年８月２８日（日）キャナルシティ博多）
ポスター掲示
大型街頭ビジョンでの啓発動画放送
ラジオ番組の放送　全4回
ラジオでの啓発コメントの放送

・不正けしの抜去　実績　5,007株

A 保健）地域医
療課
※R6.7～
保健）医薬
務・衛生推進
課

2 3 24

ティーンエイ
ジャー教室

思春期にかかる児童や
生徒が、母子保健の観
点から正しい性知識等を
学ぶことで健全育成を図
る。

思春期にかかる児童や
生徒が、正しい性知識
等を学ぶことで母性父
性の健全育成を図るこ
とができる。

各区保健福祉センターで1回～数回/年実施
回数：　1回
延べ人員：204人

各区保健福祉センターで1回～数回/年実施
回数：　1回
延べ人員：157人

B こ未）こども健
やか課

2 3 24

性教育の手引
きに基づく指導

性教育の手引き「すばら
しい成長」を活用した性
教育の推進（小・中学校）

児童・生徒が生命尊
重、男女平等などの精
神に基づく正しい異性
観を持ち、自ら考え、
判断し、望ましい行動
をとれるようにする。

「性教育の手引き」を活用し、発達段階に応じた性教育（小・中学
校）を実施。 　実施率100％
「性教育の手引き」内容
①性教育の考え方
②小・中学校における指導の実際
③Ｑ＆Ａ
④個別指導について
各小・中学校に対して配布

「性教育の手引き」を活用し、発達段階に応じた性教育（小・中学
校）を実施。　 　実施率100％
「性教育の手引き」内容
①性教育の考え方
②小・中学校における指導の実際
③Ｑ＆Ａ
④個別指導について
各小・中学校に対して配布

A 教委）小学校
教育課・中学
校教育課

2 3 24

性に関する指導
者研修会

性に関する指導者研修
会の参加率の向上

各学校において、性教
育を適切かつ円滑に
推進していくため。

性に関する指導者研修会をオンラインにて実施。
　参加者：市内小中高特各学校代表１人　参加率100％
　講演「性に関する教育の在り方について」
　講師　埼玉医科大学医療人育成支援センター

地域医学推進センター
産婦人科医師　高橋幸子　氏

性に関する指導者研修会をオンラインにて実施。
　参加者：市内小中高特各学校代表１人　参加率100％
　講演「性に関する教育の在り方について」
　講師　埼玉医科大学医療人育成支援センター

地域医学推進センター
産婦人科医師　高橋幸子　氏

A 教委）小学校
教育課・中学
校教育課・高
校教育課
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基本目標２　あらゆる暴力が根絶されるとともに、誰もが安心して暮らせる社会

基本
目標

施策の
方向

具体的
施策

重点
評価 事業名 事業目的 事業目標 令和５年度事業実績 令和４年度事業実績 自己

評価
事業実施
担当課

再掲

A B C D

55 56 0 0

基本目標別
評価集計

2 3 24

情報モラル教育
の推進

情報モラル指導を全小・
中・高等学校で実施し、
児童生徒の意識を高め
る。

情報社会で適正な活
動を行うための基にな
る考え方と態度を育成
する。

○情報モラル指導の実施率
　　小学校:100％　中学校:100％　高等学校:100％
　　ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・携帯電話等を介した児童生徒の被害防止のため
　　に、情報モラルに関する啓発活動を全校で実施

○情報モラル指導の実施率
　　小学校:100％　中学校:100％　高等学校:100％

A 教委）教育
ICT推進課

2 3 25

マタニティスクー
ル

健やかな妊娠・出産・子
育てに向け、不安の解消
と知識の普及を図る。

健やかな妊娠・出産・
子育てを迎えるための
不安解消を図ることが
できる。

各区保健福祉センターにて、予約制による個別相談（マタニティ相
談）を各区で月１～２回実施
開催回数：148回　延べ受講人数：1,850人

各区保健福祉センターにて、予約制による個別相談（マタニティ相
談）を各区で月１～２回実施
開催回数：104回　延べ受講人数：431人

B こ未）こども健
やか課

2 3 25 3 1 37

働くママとパパ
のマタニティス
クール

働く夫婦を対象に保健所
で実施されているマタニ
ティスクールを補てんす
るため実施する。

健やかな妊娠・出産・
子育てを迎えるための
不安解消を図ることが
できる。

月２回開催
「妊娠中の身体づくり、分娩について」
「沐浴の説明とデモンストレーション」
「妊婦体験」「育児体験とグループワーク」
参加者数：181組（359人）

月２回開催
「妊娠中の身体づくり、分娩について」
「沐浴の説明とデモンストレーション」
「妊婦体験」「育児体験とグループワーク」
参加者数：90組（177人）

B こ未）こども健
やか課

2 3 25

「働くあなたのガ
イドブック」の発
行

2 3 26

妊婦健康診査 妊婦に対する健康管理
の充実を図るため、妊婦
健康診査を実施する。

妊婦健診の充実を目
指す。

妊婦の健康管理の充実を図るため、医療機関で健康診査を実施。
〇妊婦一般健康診査
助成回数　14回　　延べ受診者数　148,075件

妊婦の健康管理の充実を図るため、医療機関で健康診査を実施。
〇妊婦一般健康診査
助成回数　14回　　延べ受診者数　154,125件

B こ未）こども健
やか課

2 3 26 3 2 40

産前・産後母子
支援事業

妊娠期から、出産後の養育
への支援が必要な特定妊
婦等への支援体制を強化
するため、「母子生活支援
施設等」に支援コーディ
ネーターや看護師等を配置
し、妊娠期から出産後まで
の継続した支援を提供す
る。

予期せぬ妊娠や出産
に悩む方の生活、福祉
課題の解決に向けて、
妊娠期から産後期まで
継続した支援を提供す
る。

予期せぬ妊娠や出産に悩む方の相談を受けるとともに、その相談
者の生活、福祉課題の解決に向けて、妊娠期から産後期まで継続
した支援を提供した。
・相談件数　428件
・支援対象となった女性の人数　26人

予期せぬ妊娠や出産に悩む方の相談を受けるとともに、その相談
者の生活、福祉課題の解決に向けて、妊娠期から産後期まで継続
した支援を提供した。
・相談件数　554件
・支援対象となった女性の人数　20人

B こ未）こども家
庭課

2 3 26

産婦健康診査 産後うつの予防や新生
児への虐待予防を図るた
め、産婦健康診査を実
施。

産婦健診の充実を目
指す。

産後うつの予防や新生児への虐待予防を図るため、産後２週間、
産後１か月など、出産後間もない時期の産婦に対する健康診査を
実施。
〇産婦健康診査　延べ受診者数　21,497人

産後うつの予防や新生児への虐待予防を図るため、産後２週間、
産後１か月など、出産後間もない時期の産婦に対する健康診査を
実施。
〇産婦健康診査　延べ受診者数　21,923人

B こ未）こども健
やか課

2 3 26

産前・産後サ
ポート事業

妊娠期から、出産後の養育
への支援が必要な特定妊
婦等への支援体制を強化
するため、母子生活支援施
設に支援コーディネーター
や看護師等を配置し、妊娠
期から出産後までの継続し
た支援を提供する。

令和7年度に産後ケア
事業の利用人数が
1,200人、産後ヘル
パー派遣事業の利用
人数が400人（子育て
満足度が向上する）。

令和５年４月から利用者負担を軽減。
市政だより、ホームページへの掲載等で広報、周知。

【産後ケア事業】
・利用実人数　1,911人

【産後ヘルパー派遣事業】
・利用実人数　　882人

市政だより、ホームページへの掲載等で広報、周知。

【産後ケア事業】
・利用実人数　908人

【産前・産後ヘルパー派遣事業】
・利用実人数　307人

A こ未）こども健
やか課

2 3 26

母子巡回健康
相談

母親の妊娠、出産、育児
の悩みを解消し、母子の
健全育成を図る。

要支援者が虐待へ移
行しない。

市民の身近な場所で乳幼児の計測や育児相談、健康教育を行う。
〇母子巡回健康相談
出動回数：449回
延べ相談者数：7,481人

市民の身近な場所で乳幼児の計測や育児相談、健康教育を行う。
〇母子巡回健康相談
出動回数：444回
延べ相談者数：5,464人

B こ未）こども健
やか課

基本目標２　施策の方向２　具体的施策19に記載
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基本目標２　あらゆる暴力が根絶されるとともに、誰もが安心して暮らせる社会

基本
目標

施策の
方向

具体的
施策

重点
評価 事業名 事業目的 事業目標 令和５年度事業実績 令和４年度事業実績 自己

評価
事業実施
担当課

再掲

A B C D

55 56 0 0

基本目標別
評価集計

2 3 26

母親の心の健
康支援事業

家庭における養育機能
の強化、虐待予防を図
る。

要支援者が虐待へ移
行しない。

産婦・新生児訪問にてエジンバラ産後うつ病質問票(ＥＰＤＳ)を利用
し、要支援者（ＥＰＤＳ高得点者等）を把握して産後早期から支援す
る。
〇ＥＰＤＳを用いた訪問指導
ＥＰＤＳ調査実数　11,381人　高得点者数　471人

産婦・新生児訪問にてエジンバラ産後うつ病質問票(ＥＰＤＳ)を利用
し、要支援者（ＥＰＤＳ高得点者等）を把握して産後早期から支援す
る。
〇ＥＰＤＳを用いた訪問指導
ＥＰＤＳ調査実数　8,565人　　高得点者数　427人

B こ未）こども健
やか課

2 3 26

妊産婦歯科健
康診査

女性の生涯を通じた歯の健
康、及び赤ちゃんの健やか
な成長のため、妊婦及び産
後１年以内の産婦を対象
に、むし歯と歯周疾患予防
のための歯科健診を実施
する。また、その結果に基
づき、早期治療の推奨や適
切な保健指導を行う。

今後も継続して事業の
周知・実施を行う。

（妊婦歯科健診）
受診者数：4,892人　受診率：39.3％

（産婦歯科健診）
受診者数：2,238人　受診率：18.1％

（妊婦歯科健診）
受診者数：5,197人　　受診率：40.6％

（産婦歯科健診）
受診者数：1,742人　　受診率：13.5％

B 保健）口腔保
健支援セン
ター

2 3 26

不育症検査費・
治療費助成

不育に悩む夫婦の経済
的負担の軽減をはかる。

引き続き不育症検査費・
治療費の助成を行う。

不育症検査費・治療費の一部を助成した。
助成延べ件数　34件

不育症検査費・治療費の一部を助成した。
助成延べ件数　47件

B こ未）こども健
やか課

2 3 26

不妊・不育専門
相談センター

不妊・不育に関する専門
的な相談に応じるととも
に、妊娠・出産に関する
正しい知識の普及啓発を
図る。

引き継ぎ不妊・不育に
関する専門相談を行
う。

不妊・不育に係る相談対応などを実施した。
相談延べ件数　357件

不妊・不育に係る相談対応などを実施した。
相談延べ件数　951件

B こ未）こども健
やか課

2 3 26

プレコンセプショ
ンケア推進事業

30歳を迎える女性に、健
康や将来の生活を考える
きっかけとしてもらう。

引き続き検査費用の助
成を行う。

30歳になる女性に、AMH（抗ミュラー管ホルモン）検査費用の一部
を助成した。
クーポン利用者数　2，129人

30歳になる女性に、AMH（抗ミュラー管ホルモン）検査費用の一部
を助成した。
クーポン利用者数　1，395人

B こ未）こども健
やか課

2 3 27

子宮頸がん検
診、乳がん検診

がん検診の受診促進を図る
とともに、がんの早期発見と
正しい健康知識の普及及
び啓発を図る。

がん検診受診率50％ 子宮頸がん検診　受診者数：54,700人
乳がん検診　受診者数：21,230人

子宮頸がん検診　受診者数：52,512人
乳がん検診　受診者数：21,257人

B 保健）地域保
健課

2 3 27

精神保健相談
及びうつ病予防
対策

市民および関係者が本
事業を知り活用する。
うつ病に関する普及啓発
をすすめる。

精神障がい者の早期発
見や早期治療につなが
る。
福岡市の自殺死亡率の
減少（令和8年までに13.0
以下）。

○精神保健相談：
1　専門医による定例相談　100件
2　相談員による常時相談　137,962件

○うつ病予防対策（自殺予防対策事業）
1　うつ病に関する教室、講座等を各区保健福祉センターで開催

　　139回　2593人
○福岡市の自殺死亡率

令和４年の自殺死亡率（人口動態統計）　17.0

○精神保健相談：
1　専門医による定例相談　113件
2　相談員による常時相談　127,952件

○うつ病予防対策（自殺予防対策事業）
1　うつ病に関する教室、講座等を各区保健福祉センターで開催

60回、1,134人
○福岡市の自殺死亡率

令和３年の自殺死亡率（人口動態統計）　17.1

B 保健）保健予
防課

2 3 27

心の健康づくり
事業

心の健康づくりに関する
普及啓発をすすめる。

心の健康づくりに関す
る正しい知識・情報の
提供

○市民講演会
２回実施、会場参加人数：69人、動画視聴回数357回

○市民講演会
２回実施、会場参加人数：79人、動画視聴回数：391回

A 保健）精神保
健福祉セン
ター

2 3 27

依存症・ひきこ
もり等専門相談

依存症やひきこもり等の
相談を受け、必要な助
言・支援を行う。

依存症やひきこもり等
の相談を受け、必要な
助言・支援を行う。

 相談件数　電話　　　　364件
面接 101件

 相談件数　電話　　　　415件
面接　    　  157件

B 保健）精神保
健福祉セン
ター
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基本目標２　あらゆる暴力が根絶されるとともに、誰もが安心して暮らせる社会

基本
目標

施策の
方向

具体的
施策

重点
評価 事業名 事業目的 事業目標 令和５年度事業実績 令和４年度事業実績 自己

評価
事業実施
担当課

再掲

A B C D

55 56 0 0

基本目標別
評価集計

2 4 28

パートナーシッ
プ宣誓制度

性的マイノリティ当事者
が、互いを人生のパート
ナーとして安心して生活
できるようパートナシップ
宣誓書受領証を交付し、
二人の関係を尊重する。

性的マイノリティに関する
社会的理解が広がり、自
分らしくいきいきと輝く多
様性を認め合う社会を実
現する。

パートナーシップ宣誓制度による宣誓総組数　178組
相互利用連携自治体数　17自治体

パートナーシップ宣誓制度による宣誓総組数　143組
相互利用連携自治体数　10自治体

A 市民）人権推
進課

2 4 28

LGBT電話相談 性的マイノリティの当事
者や家族等が安心して
相談できる窓口を提供す
る。

性的マイノリティに関する
社会的理解が広がり、自
分らしくいきいきと輝く多
様性を認め合う社会を実
現する。

相談件数　32件 相談件数　45件 A 市民）人権推
進課

2 4 28

性的マイノリティ
交流事業

性的マイノリティの当事
者の孤立を防ぐため、悩
みや情報が共有できるよ
う、居場所やコミュニティ
づくりを支援する。

性的マイノリティに関する
社会的理解が広がり、自
分らしくいきいきと輝く多
様性を認め合う社会を実
現する。

交流事業の開催　年間11回開催 交流事業の開催　年間11回開催 A 市民）人権推
進課

2 4 28

性同一性障が
いの専門電話
相談

性同一性障害に関する
相談を受け必要な助言・
支援を行う。

性同一性障害に関す
る相談を受け必要な助
言・支援を行う。

相談件数10件　 相談件数5件　 A 保健）精神保
健福祉セン
ター

2 4 29

講演会等の開
催

市民や企業・団体への性
的マイノリティに関する理
解促進

性的マイノリティの人権
問題について関心や
理解が「大いに深まっ
た」「概ね深まった」人
の割合100％

レインボー×ココロン映画会・講演会の開催
性的マイノリティの人権問題について関心や理解が「大いに深まっ
た」「概ね深まった」人の割合　93.7％
ふくおかＬＧＢＴＱフレンドリー企業登録企業数　21社

福岡レインボー映画祭の開催
性的マイノリティの人権問題について関心や理解が深まった、概ね
深まった人の割合　95％
ふくおかＬＧＢＴＱフレンドリー企業登録制度を創設（R4.10月）
登録企業数　13社

A 市民）人権推
進課

2 4 29

啓発リーフレット
の作成・配布

市民や企業・団体への性
的マイノリティに関する理
解促進

区役所や市民セン
ター、公民館等へ啓発
リーフレットを配布
必要部数を配布

啓発冊子「LGBT基礎知識」等の配布
約2,500冊
配布先：イベント会場など

啓発冊子「LGBT基礎知識」等の配布
約1,600冊
配布先：イベント会場など

B 市民）人権推
進課

2 5 30

区子育て支援課・
家庭児童相談室
における相談

基本目標２　施策の方向１　具体的施策14に記載
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基本目標２　あらゆる暴力が根絶されるとともに、誰もが安心して暮らせる社会

基本
目標

施策の
方向

具体的
施策

重点
評価 事業名 事業目的 事業目標 令和５年度事業実績 令和４年度事業実績 自己

評価
事業実施
担当課

再掲

A B C D

55 56 0 0

基本目標別
評価集計

2 5 30

区家庭児童相
談室相談員研
修

身近な相談窓口としての
機能を充実し迅速かつ
的確な対応を行う。

業務研修の実施や国・
県等の研修への派遣
により相談員のスキル
を向上させる。

本庁での業務研修や、厚生労働省・九州地区各県主催の家庭児
童相談等に関する専門的な知識及び技術の向上を図るための研
修などの派遣研修を行っている。このうちDV対応については、福岡
県女性相談所での研修等に派遣している。
・「DV・児童虐待対応における連携のための研修」

参加者数：36人
・「DV防止法改正・保護命令対応のための研修会」

参加者数：27人
・「DVに関する相談窓口担当者研修会（外国籍DV被害者対応）」

参加者数：19人
アンケート：「参考になった」100％

○国、県等主催研修への参加　・参加者数：237人

本庁での業務研修や、厚生労働省・九州地区各県主催の家庭児
童相談等に関する専門的な知識及び技術の向上を図るための研
修などの派遣研修を行っている。このうちDV対応については、福岡
県女性相談所での研修等に派遣している。
※令和４年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により未実
施
○こども家庭課主催研修等
「当事者を真ん中に置いた連携を創り出すために」
各区子育て支援課（こども相談係、家庭児童相談室）、えがお館職

員、関係機関相談員等に対して、DV対応と児童虐待対応の連携を
図るための研修を実施。
・参加者数：26人　　アンケート：「参考になった」88％

○国、県等主催研修への参加　・参加者数：177人

B こ未）こども家
庭課
市民）男女共
同参画課

2 5 30

民生委員・児童
委員、主任児童
委員研修

社会奉仕の精神をもって
相談、援助に当たり社会
福祉の増進に努める民
生委員・児童委員、主任
児童委員の資質の向上
を図る。

民生委員・児童委員、
主任児童委員を対象と
した研修を、それぞれ
の区分で毎年実施す
る。

○会長・副会長研修
実施回数：１回　参加者　203人

○主任児童委員研修
実施回数：１回　参加者 147人

○中堅研修
実施回数：１回　参加者　573人

○その他、各区毎にも全民生委員・児童委員を対象に別途、研修
を実施している。

○会長・副会長研修
実施回数：１回　参加者　203人

○主任児童委員研修
実施回数：１回　参加者　約187人（うちオンライン約70人）

○中堅研修
実施回数：１回　参加者　573人

○その他、各区毎にも全民生委員・児童委員を対象に別途、研修
を実施している。

A こ未）こども家
庭課
福祉）地域福
祉課

2 5 30

アミカス相談室
における相談

2 5 30

ひとり親家庭等
日常生活支援
事業

ひとり親家庭の方が一時的
に病気等により介護、保育
等のサービスが必要なとき
や未就学児がいる家庭で
残業のため保育サービスが
必要なときに家庭生活支援
員を派遣するもの。

今後も当該サービスを
継続して実施する。

延派遣時間数　577時間 延派遣時間数　1,635時間 B こ未）こども家
庭課

2 5 30 4 2 49

ひとり親家庭就
業支援事業

ひとり親家庭の方の就労
支援を実施する。

今後も当該サービスを
継続して実施する。

○ひとり親家庭無料職業紹介事業
ひとり親家庭支援センターにて無料職業紹介事業を実施　 求職申
込者数  母子290人 　父子4人
○自立支援プログラム策定事業

児童扶養手当受給者の自立を促進するため、個々の状況に応じ
た自立支援計画書（プログラム）を策定し、個別・継続的な自立・就
労支援を行う。　就職者数　母子43件　父子3人

○ひとり親家庭無料職業紹介事業
ひとり親家庭支援センターにて無料職業紹介事業を実施　 求職申
込者数  母子299人 　父子2人
○自立支援プログラム策定事業

児童扶養手当受給者の自立を促進するため、個々の状況に応じ
た自立支援計画書（プログラム）を策定し、個別・継続的な自立・就
労支援を行う。　就職者数　母子26件　父子0人

B こ未）こども家
庭課

2 5 30 4 2
47
49

就業支援講習
会（ひとり親家
庭支援セン
ター）

ひとり親家庭の方を対象に
就業に結びつく可能性の高
い技能・資格を取得できる
よう就業支援講習会を実施
する。

今後も当該サービスを
継続して実施する。

○ひとり親家庭支援センターにおいて、介護職員初任者研修・医
療事務・各種パソコン講座等を実施した。
　講座数 　34
　受講者数　母子341人　父子1人

○ひとり親家庭支援センターにおいて、介護職員初任者研修・医
療事務・各種パソコン講座等を実施した。
　講座数 　36
　受講者数　母子277人　父子0人

B こ未）こども家
庭課

2 5 30
ひとり親家庭自立
支援給付金事業

基本目標１　施策の方向２　具体的施策３に記載

基本目標２　施策の方向１　具体的施策16に記載
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基本
目標

施策の
方向

具体的
施策

重点
評価 事業名 事業目的 事業目標 令和５年度事業実績 令和４年度事業実績 自己

評価
事業実施
担当課

再掲

A B C D

55 56 0 0

基本目標別
評価集計

2 5 30
母子父子寡婦福
祉資金貸付事業

2 5 30
児童扶養手当

2 5 30

就学援助 児童生徒が国・県・市立
小中学校に通学するうえ
で、経済的な理由によっ
て給食費（市立小中学校
のみ）や学用品代など、
学校での学習に必要な
費用の支払いが困難な
方に経費の一部を援助
する。

引き続き就学援助制度
の周知および実施を図
る。

○支給項目
・給食費
・学用品費等
・入学準備金
・修学旅行費（小学校６年・中学校２年）
・社会科見学費（小学校５年）
・卒業アルバム代等（小学校６年・中学校３年）
・校外活動費（宿泊を伴うもの）
・体育実技用具費（柔道着のみ・中学校）
・通学費（距離要件有）
・災害給付金
・オンライン学習通信費

○支給項目
・給食費
・学用品費等
・入学準備金
・修学旅行費（小学校６年・中学校２年）
・社会科見学費（小学校５年）
・卒業アルバム代等（小学校６年・中学校３年）
・校外活動費（宿泊を伴うもの）
・体育実技用具費（柔道着のみ・中学校）
・通学費（距離要件有）
・災害給付金
・オンライン学習通信費

A 教委）教育支
援課

2 5 30

市営住宅にお
けるひとり親家
庭優遇措置

市営住宅入居時におい
て、ひとり親世帯が一般
世帯より当選しやすいよ
うにする。

市営住宅入居時の抽
選倍率について、一般
世帯倍率よりもひとり親
世帯の倍率を低い状
態で維持する。

　ひとり親世帯に対して、定期募集の抽選方式にて、所得基準の緩
和や抽選優遇を実施している。
　また、随時募集においては、ひとり親世帯を申込資格の一つとし
ている。
【定期募集（抽選方式）】

○所得基準の緩和（158,000円以下　⇒　259,000円以下）
○抽選優遇（一般世帯より抽選番号を２個多く割り振る）

【随時募集】
○ひとり親世帯を申込資格の一つとしている。
※10/1から、乳幼児がいるひとり親世帯を対象に、申込資格要件

を緩和するモデル事業を実施。（令和6年9月末まで）

　ひとり親世帯に対して、定期募集の抽選方式にて、所得基準の緩
和や抽選優遇を実施している。
　また、随時募集においては、ひとり親世帯を申込資格の一つとし
ている。
【定期募集（抽選方式）】

○所得基準の緩和（158,000円以下　⇒　259,000円以下）
○抽選優遇（一般世帯より抽選番号を２個多く割り振る）

【随時募集】
○ひとり親世帯を申込資格の一つとしている。

A 住都）住宅運
営課

2 5 31

いきいきセンターふく
おか運営（地域包括
支援センター事業）

2 5 31

成年後見制度
利用支援事業
（高齢者）

認知症高齢者等、判断
能力が十分ではない方
の保護を目的とし成年後
見制度の利用促進する

地域における認知症
高齢者等の権利擁護
を促進

市長申立 　90件
報酬助成 158件

市長申立　65件
報酬助成　92件

A 福祉）地域包
括ケア推進
課

2 5 31

障がい者成年
後見事業

知的障がい者など、判断
能力が不十分な方の保
護を目的とし、成年後見
制度の利用を促進する。

地域における障がい者
の権利擁護を促進す
る。

市長申立　8件
報酬助成　57件

市長申立　9件
報酬助成　23件

A 福祉）障がい
者支援課

基本目標２　施策の方向１　具体的施策16に記載

基本目標２　施策の方向１　具体的施策16に記載

基本目標２　施策の方向１　具体的施策14に記載
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基本
目標

施策の
方向

具体的
施策

重点
評価 事業名 事業目的 事業目標 令和５年度事業実績 令和４年度事業実績 自己

評価
事業実施
担当課

再掲

A B C D

55 56 0 0

基本目標別
評価集計

2 5 31

福岡市障がい者
基幹相談支援セ
ンター（虐待防止
センター）

障がい者虐待防止体制
の整備

今後も体制を整備して
いく。

○虐待対応件数　65件 ○虐待対応件数　68件 A 福祉）障がい
者支援課

2 5 31

福岡市消費生
活センターにお
ける消費生活相
談

消費者被害の未然防止・
拡大防止・救済を図る。

安全で安心できる消費生
活の実現を目指し、消費
者トラブル未然防止に対
する市民意識度と消費生
活センターの認知度を向
上させる。

・消費者トラブル未然防止に対する市民意識度：84.9％
・消費生活センターの認知度：77.7％

・消費者トラブル未然防止に対する市民意識度：83.2％
・消費生活センターの認知度：72.6％

B 市民）消費生
活センター

2 5 31

介護施設整備
費助成

要介護高齢者の増加に
対応するため、社会福祉
法人等が行う特別養護
老人ホーム等の整備に
対して助成を行う。

介護保険事業計画で
定めた整備目標量を
達成するため、必要数
の整備を進める。

R5n末までの累計整備実績／第8期介護保険事業計画累計目標整
備量
特別養護老人ホーム：6,333人分／6,453人分
認知症高齢者グループホーム：2,203人分／2,385人分
（看護）小規模多機能型居宅介護：59事業所／80事業所
定期巡回・随時対応型訪問介護看護：28事業所／29事業所

R4n末までの累計整備実績／第8期介護保険事業計画累計目標整
備量
特別養護老人ホーム：6,333人分／6,453人分
認知症高齢者グループホーム：2,194人分／2,385人分
（看護）小規模多機能型居宅介護：59事業所／80事業所
定期巡回・随時対応型訪問介護看護：24事業所／29事業所

B 福祉）介護保
険課

2 5 31
人権総合講座

2 5 32

福岡市生活自
立支援センター
における相談

生活困窮者が困窮状態
から早期に脱却するため
に本人の状態に応じた
包括的かつ継続的な支
援を実施する。

一人でも多くの生活困
窮者が必要な支援に
つながるよう、センター
の一層の周知・広報を
図る。

・支援対象者　  　1,554人
　うち就労決定者    79人

・支援対象者　  　1,476人
　うち就労決定者    157人

A 福祉）生活支
援課

2 5 32

「生理用ナプキ
ンの無料提供
サービスOiTr
（オイテル）」の
導入

コロナ下における女性の
負担軽減に向けた取組
みの推進

公共施設へのOiTr（オ
イテル）導入

公民連携ワンストップ窓口mirai@への提案により、「生理用ナプキン
の無料提供サービスOiTr（オイテル）」を博多区役所に導入した（令
和５年10月26日～）。

公民連携ワンストップ窓口mirai@への提案により、「生理用ナプキン
の無料提供サービスOiTr（オイテル）」をリニューアルオープンした
南市民センターに導入した（令和４年８月27日～）。

A 市民）男女共
同参画課

2 5 33

福岡市外国人
総合相談支援
センター（相談・
情報提供）

福岡市国際会館におい
て、在住外国人の生活上
の諸問題について専門
家による無料相談会を実
施し、外国人をめぐる諸
問題の解決促進を図る。

適切な情報提供と取次
ぎを行う。

○福岡市国際会館での多言語相談（英語・中国語・韓国語含む21
言語）
【専門相談】
・法律相談　月２回
・入国、在留、国籍に関する相談　月１回
・心理カウンセリング　週３回
【一般相談】
・窓口における相談件数　3,064件

○福岡市国際会館での多言語相談（英語・中国語・韓国語含む21
言語）
【専門相談】
・法律相談　月２回
・入国、在留、国籍に関する相談　月１回
・心理カウンセリング　週３回
【一般相談】
・窓口における相談件数　3,068件

A 総企）国際政
策課

2 5 33

区役所での転
入手続き時にお
ける外国人向け
の生活ガイダン
ス

区役所での転入手続き時
に生活ルール・マナーに関
するガイダンスを行い、地域
でのトラブルを未然に防止
し、地域と外国人住民との
共生を図る。

生活ルール・マナーの
周知

○区役所での転入手続き時に、多言語で作成した生活ルール・マ
ナー等に関する動画を用いて、生活ガイダンスを行っている。

・生活ガイダンスの実績　7,200件

○区役所での転入手続き時に、多言語で作成した生活ルール・マ
ナー等に関する動画を用いて、生活ガイダンスを行っている。

・生活ガイダンスの実績　5,960件

A 総企）国際政
策課

2 5 33

区役所・相談窓
口における電話
通訳の活用（電
話通訳一括導
入）

区役所及び窓口等に電話
通訳、映像通訳を一括導入
し、多言語で相談を受け付
けることで、利便性の向上を
図る。

適宜、電話通訳等を活
用し、多言語対応の充
実を図る。

○区役所及び窓口等に電話通訳を一括導入したほか、各区・本庁
市民相談室及び各区生活ガイダンス担当課に映像通訳を導入し
た。

・電話通訳　422件、映像通訳　66件

○区役所及び窓口等に電話通訳を一括導入したほか、各区・本庁
市民相談室及び各区生活ガイダンス担当課に映像通訳を導入し
た。

・電話通訳　595件、映像通訳　57件

A 総企）国際政
策課

基本目標１　施策の方向２　具体的施策４に記載
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基本目標２　あらゆる暴力が根絶されるとともに、誰もが安心して暮らせる社会

基本
目標

施策の
方向

具体的
施策

重点
評価 事業名 事業目的 事業目標 令和５年度事業実績 令和４年度事業実績 自己

評価
事業実施
担当課

再掲

A B C D

55 56 0 0

基本目標別
評価集計

2 5 33

日本語習得の
支援、情報提供

日本語が十分に分からな
い外国人に対する生活
適応支援及び地域社会
からの孤立化の防止。

日本語ボランティア教
室の維持・拡大。

○市内５カ所の市民センターにおいて市民ボランティアとの共働に
より日本語教室を実施した。
○また、他のボランティア日本語教室についても教室情報を記載し
た「にほんごClass map」を市や福岡よかトピア国際交流財団ホーム
ページに掲載するなど、在住外国人への周知に努めた。

・R6.3月点：教室数61教室（市主催・民間含む）

○市内５カ所の市民センターにおいて市民ボランティアとの共働に
より日本語教室を実施した。
○また、他のボランティア日本語教室についても教室情報を記載し
た「にほんごClass map」を市や福岡よかトピア国際交流財団ホーム
ページに掲載するなど、在住外国人への周知に努めた。

・R4.10月時点：教室数58教室（市主催・民間含む）

A 総企）国際政
策課

2 5 33

在住外国人支
援のための講
座

在住外国人の人権が守
られ、安心して暮らせるよ
うになるために支援す
る。

在住外国人への支援
充実を目指す。満足度
90％以上を目指す。

アミカス日本語クラス（全40回）
定員：各40人
参加者：59人（女性42人、男性17人）
延べ838人（女性609人、男性229人）
満足度：100％

アミカス日本語クラス（全43回）
定員：各40人
参加者：51人（女性34人、男性17人）
延べ661人（女性460人、男性201人）
満足度：95％

A 市民）事業推
進課

2 5 33

外国語版の母
子健康手帳や
乳幼児健康診
査票の配布

在住外国人の母子に対
するサービスの向上

引き続き外国語母子手
帳の交付を行う。

外国語版母子健康手帳の交付
　10か国語 計269冊

※乳幼児健康診査時に英語版のアンケート用紙を使用

外国語版母子健康手帳の交付
　10か国語 計230冊

※乳幼児健康診査時に英語版のアンケート用紙を使用

B こ未）こども健
やか課
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